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貸借対照表

(平成27年3月31日現在）

（単位：千円）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 4,209,509

①生活インフラ・国土保全 45,921,865 (2) 長期未払金

②教育 2,740,199 ①物件の購入等 0

③福祉 59,704 ②債務保証又は損失補償 0

④環境衛生 370,628 ③その他 0

⑤産業振興 5,638,139 長期未払金計 0

⑥消防 71,285 (3) 退職手当引当金 160,238

⑦総務 1,587,631 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 56,389,450 固定負債合計 4,369,747

(2) 売却可能資産 0

公共資産合計 56,389,450 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 503,302

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 2,636 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 25,975

投資及び出資金計 2,636 流動負債合計 529,277

(2) 貸付金 0

(3) 基金等

負　　債　　合　　計

4,899,024

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,945,377

③土地開発基金 0

[純資産の部]

④その他定額運用基金 435,020 １　公共資産等整備国県補助金等 38,256,444

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 2,380,397 ２　公共資産等整備一般財源等 16,038,998

(4) 長期延滞債権 4,238

(5) 回収不能見込額 △ 113 ３　その他一般財源等 653,505

投資等合計 2,387,158

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金

純　 資　 産　 合　 計

54,948,947

①財政調整基金 459,858

②減債基金 500,593

③歳計現金 109,861

現金預金計 1,070,312

(2) 未収金

①地方税 820

②その他 260

③回収不能見込額 △ 29

未収金計 1,051

流動資産合計 1,071,363

資　　産　　合　　計

59,847,971

負 債 ・ 純 資 産 合 計

59,847,971

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 60,237 千円

②教育 922 千円

③福祉 3,500 千円

④環境衛生 92,246 千円

⑤産業振興 376,043 千円

⑥消防 1,531 千円

⑦総務 432,371 千円

計 966,850 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 310,665 千円

②地方債 55,385 千円

③一般財源等 600,800 千円

計 966,850 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 0 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 0 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,351,703千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　　　（貸借対照表に計上したものを含む）

負債計上 注記

（未払金計上） （契約債務）

（引当金計上） （偶発債務）

普通会計の将来負担額 4,973,876 千円

[内訳]　普通会計地方債残高 4,712,811 千円 4,712,811 千円

　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 0 千円

　　　　公営事業地方債負担見込額 126,532 千円 126,532 千円

　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 0 千円

　　　　退職手当負担見込額 134,533 千円 134,533 千円

　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 0 千円

　　　　連結実質赤字額 0 千円 0 千円

　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 0 千円

基金等将来負担軽減資産 6,527,400 千円

[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,175,697 千円

　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 0 千円

　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 3,351,703 千円

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 1,553,524 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は410,204千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は42,520,262千円です。

項　目 金　額

[ 内 訳 ]
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行政コスト計算書

自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

　【経常行政コスト】

（単位：千円）

総　　額

（構成比率）

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能

見込計上額

その他

行政コスト

（１）人件費 335,735 9.7% 27,775 40,451 15,314 73,934 46,717 4,029 89,757 37,757 1

（２）退職手当引当金繰入等 93,474 2.7% 4,067 8,450 5,729 26,448 18,295 0 29,923 562 0

１

（３）賞与引当金繰入額 25,975 0.8% 2,149 3,130 1,185 5,720 3,614 312 6,944 2,921 0

小　　計

455,184 13.2% 33,991 52,031 22,228 106,102 68,626 4,341 126,624 41,240 1

（１）物件費 449,963 13.0% 9,220 48,574 33,785 107,833 83,693 13,102 149,735 4,021 0

（２）維持補修費 3,112 0.1% 1,818 1,294 0 0 0 0 0 0

（３）減価償却費 2,079,215 60.1% 1,478,935 92,643 4,077 41,534 323,706 21,281 117,039

小　　計

2,532,290 73.2% 1,489,973 142,511 37,862 149,367 407,399 34,383 266,774 4,021 0 0

（１）社会保障給付 43,049 1.2% 484 41,942 623

（２）補助金等 213,218 6.2% 176 8,701 26,190 34,993 102,069 2,424 37,965 700 0

３

（３）他会計等への支出額 130,641 3.8% 14,470 0 70,365 45,790 16 0 0 0

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等

22,890 0.7% 0 0 0 3,076 18,201 0 1,613 0

小　　計
409,798 11.8% 14,646 9,185 138,497 84,482 120,286 2,424 39,578 700 0

（１）支払利息 64,335 1.9% 64,335

（２）回収不能見込計上額 △ 202 0.0% △ 202

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計
64,133 1.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 64,335 △ 202 0

3,461,405 1,538,610 203,727 198,587 339,951 596,311 41,148 432,976 45,961 64,335 △ 202 1

（　構　成　比　率　） 44.5% 5.9% 5.7% 9.8% 17.2% 1.2% 12.5% 1.3% 1.9% 0.0% 0.0%

　【経常収益】

一般財源

振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 25,310 10,066 157 0 9,773 885 0 4,071 0 0 0 358

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 3,982 0 0 458 0 218 0 3,130 0 0 0 176

29,292 10,066 157 458 9,773 1,103 0 7,201 0 0 0 534

ｄ／ａ 0.85% 0.7% 0.1% 0.2% 2.9% 0.2% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0%

3,432,113 1,528,544 203,570 198,129 330,178 595,208 41,148 425,775 45,961 64,335 △ 202 1 △ 534

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計

（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ
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      純資産変動計算書

　　　　　自　平成２６年４月 １ 日

　　　　　至　平成２７年３月３１日

（単位：千円）

純資産合計

公共資産等整備

国県補助金等

公共資産等整備

一般財源等

その他

一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 54,963,202 38,250,651 15,837,827 874,724 0

純経常行政コスト △ 3,431,969 △ 3,431,969

一般財源

地方税 69,403 69,403

地方交付税 1,609,919 1,609,919

その他行政コスト充当財源 115,481 115,481

補助金等受入 1,639,229 1,347,270 291,959

臨時損益

災害復旧事業費 △ 16,595 △ 16,595

公共資産除売却損益 277 277

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

臨時損益01 0 0

臨時損益02 0 0

臨時損益03 0 0

臨時損益04 0 0

臨時損益05 0 0

臨時損益06 0 0

臨時損益07 0 0

臨時損益08 0 0

臨時損益09 0 0

臨時損益10 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 381,858 △ 381,858

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 214,965 △ 214,965

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 87,986 87,986 0

減価償却による財源増 △ 1,341,472 △ 737,734 2,079,206 0

地方債償還に伴う財源振替 430,063 △ 430,063

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 △ 5 5 0

期末純資産残高 54,948,947 38,256,444 16,038,998 653,505 0
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（単位：千円）

人件費 384,395

物件費 449,963

社会保障給付 43,049

補助金等 213,218

支払利息 64,335

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 83,496

その他支出 19,707

支 出 合 計 1,258,163

地方税 70,316

地方交付税 1,609,919

国県補助金等 282,004

使用料・手数料 18,749

分担金・負担金・寄附金 703

諸収入 60,517

地方債発行額 116,413

基金取崩額 245,730

その他収入 44,769

収 入 合 計 2,449,120

経 常 的 収 支 額 1,190,957

公共資産整備支出 2,055,848

公共資産整備補助金等支出 22,890

他会計等への建設費充当財源繰出支出 42,225

支 出 合 計 2,120,963

国県補助金等 1,357,171

地方債発行額 329,787

基金取崩額 0

その他収入 6,924

収 入 合 計 1,693,882

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 427,081

投資及び出資金 0

貸付金 0

基金積立額 311,637

定額運用基金への繰出支出 16

他会計等への公債費充当財源繰出支出 4,904

地方債償還額 517,988

長期未払金支払支出 0

支 出 合 計 834,545

国県補助金等 54

貸付金回収額 0

基金取崩額 0

地方債発行額 0

公共資産等売却収入 277

その他収入 13,657

収 入 合 計 13,988

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 820,557

翌年度繰上充用金増減額 0

当年度歳計現金増減額 △ 56,681

期首歳計現金残高 166,542

期末歳計現金残高 109,861

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成26年度における一時借入金の借入限度額は100,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 4,278,532 千円

　繰越金 △ 121,542 千円

　地方債発行額 △ 446,200 千円

　財政調整基金等取崩額 △ 160,000 千円

　支出総額 △ 4,168,671 千円

　地方債元利償還額 582,323 千円

　財政調整基金等積立額 98,451 千円

　　基礎的財政収支 62,893 千円

※3 上記の他、の受け入れに伴う歳計外現金の収入額0千円

  　　　（の返還に伴う支出額0千円）があります。

資金収支計算書

自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部


